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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2015年度決算は、連結・個別ともに５年ぶりの黒字決算となりました。

○収入面につきましては、電気料金の値上げによる収入の増加はあったものの、
販売電力量の減少や燃料費調整制度による販売単価の大幅な低下により、
売上高は減少しました。

○一方、支出面では、徹底した経営効率化に努めていることに加え、原油価格の
下落などにより火力燃料費が大幅に減少しました。

○2016年度業績予想につきましては、原子力プラントの具体的な再稼動時期
が見通せないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定すること
ができないため、売上高・利益ともに未定としております。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電気料金の値上げによる収入の
増加はあったものの、販売電力量の減少や燃料費調整制度による販売単価の
大幅な低下により、前年度に比べて1,601億円減少し3兆2,459億円となりまし
た。

○一方、経常費用につきましては、電気事業において、徹底した経営効率化に努め
ていることに加え、原油価格の下落などにより、火力燃料費が大幅に減少したこと
などから、前年度に比べて減少しました。

○以上により、連結経常利益は前年度に比べて3,547億円増加し、2,416億円
となりました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて3,769億円減少し、
3兆9,382億円、自己資本比率は2.5%上昇し15.9%となりました。
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○個別決算における主なデータについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、節電・省エネルギーへのご協力をいただいたことや、
冬場の気温が前年より高めに推移し、暖房需要が減少したことなどから、前年
度に比べて70億kWh減少し、1,275億kWhとなりました。

○原子力利用率につきましては、1.0％となりました。

○出水率につきましては、前年度に比べて8.7％高い112.9％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年度に比べて1バレル当たり
41.7ドル低下し、48.7ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年度に比べて10円円安の1ドル120円となりまし
た。

○金利につきましては、前年度に比べて0.04％低下し、1.11％となりました。
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○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、料金改定による収入の増加があったものの、燃料

費調整制度による販売単価の大幅な低下や、販売電力量が減少したことに

より、電灯電力料収入が減少したことなどから、前年度に比べて1,613億円

減少し、2兆9,133億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、原

油価格の下落などにより火力燃料費が大幅に減少したことなどから、前年度

に比べて5,211億円減少し、2兆7,132億円となりました。

○以上により、経常利益は前年度に比べて3,597億円増加し、2,001億円と
なりました。
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○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益は、電気事業において、電気料金の値上げによる収入の増加はあっ
たものの、販売電力量の減少や燃料費調整制度による販売単価の大幅な
低下により、前年度に比べて1,583億円減少し、3兆2,954億円となりました。

○経常費用は、電気事業において、徹底した経営効率化に努めていることに加え、
原油価格の下落などにより火力燃料費が大幅に減少したことなどから、前年度
に比べて5,130億円減少し、3兆538億円となりました。

○以上により、経常利益は前年度に比べて3,547億円増加し、2,416億円とな
りました。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、販売電力量の減少や燃料費調整制度による販売
単価の大幅な低下により外販売上高は減少したものの、徹底した経営効率化
に努めていることに加え、原油価格の下落などにより火力燃料費が大幅に減少
したことなどから、営業利益は前年度に比べて3,326億円増加し、1,986億円
となりました。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービスやMVNOサービス「mineo」の
加入者の増加などにより外販売上高は増加したものの、MVNOサービスの
費用が増加したことなどから、営業利益は前年度に比べて10億円減少し、
173億円となりました。

○その他につきましては、総合エネルギー分野においてガス販売価格が油価下落
の影響により低下したこと及びガス販売量の減少により外販売上高は減少した
ものの、原料価格が販売価格に先行して油価下落の影響により大きく低下し
たことなどから、営業利益は前年度に比べて29億円増加し、391億円となりま
した。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、設備投資による増加はあったものの、現金・預金の減少や
減価償却の進行などにより、前年度末に比べて3,309億円減少し、7兆4,124
億円となりました。

○負債につきましては、有利子負債の減少などにより、前年度末に比べて4,725億
円減少し、6兆2,106億円となりました。

○純資産につきましては、親会社に帰属する当期純利益を1,408億円計上したこ
となどにより、前年度末に比べて1,416億円増加し、1兆2,018億円となりました。
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○2016年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2016年度の業績予想につきましては、原子力プラントの具体的な再稼動
時期が見通せないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定
することができないため、売上高、利益ともに未定としております。

○また、2016年度の配当予想につきましては、業績予想を未定とせざるを得な
い状況であるため、「未定」としております。
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